
一般社団法人全国鍼灸マッサージ協会  

療養費等申請規約 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 本規約は、一般社団法人全国鍼灸マッサージ協会（以下、「当法人」という。）で行う

療養費及び医療費助成（以下、「療養費等」という。）の申請に関する事柄（申請、審

査、支給及び事務手数料等）について、必要な手続きや方法、その他の事項について

定める。 

 

第２章 療養費の申請 

 

（申請書の提出） 

第２条 療養費等の申請は、原則として当法人に入会した月以降の施術分より受付ける。 

２   療養費等の申請書は信書として郵送をしなければならない。 

３   療養費等の申請書提出期限の基準は、原則として毎月 1５日（1５日が当法人の休業日

にあたる場合には、その翌営業日）の消印分まで受付けるものとする。１５日の消印

を過ぎている申請書は、原則として翌月の受付分とする。ただし、当法人にて毎月１

５日の受付をおこなう場合は、会員または保険者へ療養費等の申請書提出日に関する

事柄と併せて、療養費等の申請書発送日変更の通知を事前におこなうものとする。 

４   本条３項の通知をおこなうまで療養費等の申請書提出期限の基準は、毎月５日（５日

が当法人の休業日にあたる場合には、その翌営業日）に当法人へ到着した分まで受付

けるものとする。尚、５日の到着を過ぎている申請書は、原則として翌月の受付分と

する。 

５   療養費等の申請書は法的時効の関係により、遅くとも施術月から起算し 1 年半以内に

提出を行わなければならない。 

６  災害や事故等、その他やむを得ない事情があると当法人が判断した場合のみ、当法人

が指定した日まで提出期限を延長することができる。 

７  退会月までの施術分・返戻後の再提出分については、退会月の翌月から６ヶ月を限度

として当法人への提出を認める。 

８  療養費支給申請書の「施術証明欄」に、当法人へ届け出ていない情報が記入されてい

た場合には、当該登録事項の届け出が完了するまで、当法人は療養費等の申請書を受

付けることができない。 

９   療養費等の申請書において印刷ずれ及び印影の識別困難等の場合に、療養費等に関連

する部署の職員を含めた職員３名のうち２名以上が「保険者申請書類として不適切」

と判断した際には返戻対象とする。 

１０   療養費等の申請書を手書きで作成して提出した場合の数字及び文字について、療養

費等に関連する部署の職員を含めた職員３名のうち２名以上が「識別困難」と判断し

た際には返戻対象とする。 



１１  医療費助成の申請について、保険者より提出方法の指示等が提示された場合、原則と

してその指示等に従い申請をおこなう。 

１２  再提出の際は、明確に総括表備考欄へ『再』を記入する。尚、記入時は出来る限り赤

色で記入をおこなう。 

１３  保険者から直接返戻を受け取ったものを当法人へ再提出する際は、明確に総括表備考

欄へ『直返』を記入する。尚、記入時は出来る限り赤色で記入をおこなう。 

 

（施術録等） 

第３条 施術録は、当法人の所定のもの又は当法人所定の施術録を参考に必要事項が記載され

ているものを必ず作成し、施術終止後 5年間の保存義務を厳守しなければならない（保

険医療機関は療養の給付の担当に関する帳簿及び書類その他の記録をその完結の日か

ら３年間保存しなければならない。ただし、患者の施術録においては、その完結の日

から５年間とする〈保険医療養担当規則第 9条〉）。 

２  会員は、患者から施術証明書等の交付を求められたときは交付しなければならない。 

 

（申請書の様式） 

第４条 提出する療養費等の申請書は、当法人所定の様式または提供している療養費支給申請

書作成ソフトの様式を使用するものとする。但し、保険者の指定用紙がある場合は、

その限りではない。 

 

（期間及び回数） 

第５条 会員は、初療日より長期に及ぶ再同意が行われている場合であっても、実際に医師か

ら再同意を得ていれば、その都度施術期間を延長することができる。ただし、その場

合 1年に 1回以上の医師の診察を受けることが望ましい。 

２  原則として同一の患者に対して１ヶ月のうち、２６日以上の療養費の申請は行っては

ならない。尚、２５日以内の療養費の申請を無条件に是とするものではなく、安易に

必要以上の施術をすることなきよう留意しなければならない。 

 

（保険者返戻） 

第６条 保険者からの返戻については、事務処理及び保険者問い合わせ等の事務対応を適宜お

こない、会員への郵送が必要な場合には、１５日を目途に毎月１回（又は複数回）の

郵送を行う。 

 

 

第３章 療養費の支給 

 

（療養費等の支給） 

第７条 保険者より入金された療養費等は、翌月の２５日を目途に当法人に登録している口座

へ支給するものとする。但し２５日が金融機関休業日にあたる場合は、前営業日を支

給日とする。 



２  療養費等の支給後に保険者より返納を求められた場合は、予定している支給分より過

誤調整を行う。 

３   支給額が過誤調整額に満たない場合は、当法人が指定する納入期日までに返納額を納

入しなければならない。尚、納入に関する手数料は会員負担とする。 

４ 退会後に支給された療養費等の返納を保険者より求められた場合は、当法人が指定す

る納入期日までに返納額を納入しなければならない。 

 

（支給決定通知書） 

第８条 当月支給する療養費等については、支給日までに当法人より「療養費支給通知書」「療

養費支給通知合計表」を送付する。 

２ 会員は、当法人より発行された「療養費支給通知書」「療養費支給通知合計表」を保存

しなければならない。なお、再発行の手数料は出力した月ごとに３００円（税別）と

する。 

３  保険者から発行された「支給決定通知書」が必要な場合、支給決定通知書の発行依頼

は、当法人の支給日より３ヶ月以内とする。３ヶ月を超えて発行を依頼する場合には、

当該通知書２か月分以内に対する基本発行手数料３００円（税別）に加えて２か月の

期間追加ごとに３００円（税別）の発行手数料を支払わなければならない。 

４   本条２項及び３項の手数料は、原則として療養費の支給からの相殺を行う。但し、相

殺不能の可能性のある場合は、振込手数料を発行依頼者で負担とする事前の振り込み

とする。 

 

第４章 事務手数料等 

 

（事務手数料等） 

第９条 事務手数料は、当法人及び委託を受けた外部会社による申請までの審査関連業務（以

下「審査関連業務」という。）に対して、保険者への申請額の４％を当法人から会員へ

の療養費支給額から相殺する。但し、当法人指定の療養費支給申請書作成ソフトを利

用しない場合（契約をしていても手書きの場合を含む）は５％とする 

 ２   当法人審査関連業務を経て当法人より会員へ返戻する場合（以下「協会返戻」という。）、

毎月 1 日から月末の期間において、いち会員あたり申請書 1 枚分の郵送料について療

養費支給額から相殺する。 

 ３   協会返戻を受けた申請書について、再度の申請毎に 1項の事務手数料を適用する。 

４   当法人審査関連業務を経て保険者に申請を行ったうち、保険者から返戻のあったもの

で返戻理由が当法人審査関連業務では不備等を確認する手段のない場合、2 項の郵送

料を適用する。 

 

（未支給データの提供） 

第１０条 申請した療養費に対して、特定の日（年末・年度末等）における未支給データの把握

について、当法人へ依頼のあった場合、１回につき５００円（税別）の手数料にて提

供を行う。 



２   前項の手数料は、原則として療養費の支給からの相殺を行う。但し、相殺不能の可能

性のある場合は、振込手数料を発行依頼者で負担とする事前の振り込みとする。 

 

第５章 留意事項 

 

（療養費等の申請に関する受講） 

第１１条 療養費を申請するにあたり、当法人が定める講義及びセミナー（以下「セミナー等」

という。）の受講を指示された際は、当該セミナー等を受講しなければならない。 

 

（療養費等申請の取扱い） 

第１２条 会員は、患者に対し医師の指示又は同意のある場合を除き、むやみに療養費の申請を

行ってはならない。 

 ２ 会員は、保険者より療養費等に関する問い合わせや照会等があった場合にはこれに誠

実に応じ、交渉及びそれに準ずる措置が必要な場合には当法人の指導を仰がなければ

ならない。 

 ３ 会員は、療養費の申請に対して次の事項を厳守しなければならない。 

（１） 療養費に関する通知通達を理解し遵守する 

（２） 再同意の事実のない状態で再同意の記入を行わないこと 

（３） 施術回数の水増しや捏造は絶対に行なわないこと 

（４） 被保険者の承諾なく申請書の作成、提出を行わないこと 

（５） 施術録は明確に記入し必ず保存すること 

（６） 申請に関する被保険者の署名は原則として本人の記入及び押印とすること 

（７） 領収書を発行し、控は保存すること 

 ４ 疑義のある療養費等の申請については、当法人で聞き取り等の調査（以下、「調査」と

いう）を行うものとし、当該疑義のある申請に携わった会員は当法人が必要と認めた

召喚等に必ず応じなければならない。 

５  療養費等について故意又は過失を問わず不正行為（以下「不正行為」という。）が認め

られた場合の保険者からの返還請求に対しては、当法人の指導及び指示に従い、当該

会員本人が返納措置に応じてその全額を返納しなければならない。 

 

 

第６章 不正行為と罰則 

 

（不正行為の取扱い） 

第１３条 本法人において不正行為の疑いのある案件が確認されたときは、事務局を担当する業

務執行理事（以下「担当理事」という。）から任命された機関（又はその受任者）が調

査を行い、担当理事及び事務局長へ報告を行うものとする。 

２ 担当理事又は事務局長は前項の調査内容に基づき、会員に対し召喚等の対応を行うこ

とができる。 

 



（罰則） 

第１４条 前条の調査において不正行為が認められた場合、担当理事及び事務局長は以下に掲げ

る対応を行う事ができる。 

（１） 譴責：始末書を提出させ、書面において警告を行う。この場合、事前に面接を

行う場合と、行わない場合がある 

（２） 罰金：当該案件の調査結果から、本来不要であった当法人の業務負担や実費負

担、信用に関する損害を判断し、相応分の罰金について理事会での決議を経て

当該会員に請求を行う 

（３） 会員権停止：不正行為等の内容が会員規約第１０条の義務違反と判断をした際

には、理事会での同規約第３条３項に定める権利の全部停止又は一部停止の決

議を経て、執行を行う 

（４） 公表：療養費申請制度において不適切な内容等であるとの判断をした際には、

関係各所への当該案件の提示について理事会に提議を行う 

 

 

第７章 附則 

 

（規約の改変） 

第１５条 本規約は、社員総会の議決によって改変することができる。改変後の規約は会員規約

第１２条の規定により、会員に対し通知するものとする。 

２  前項の規定により改変した規約の効力発生時期は、決議のなされた社員総会の翌日と

する。 

 

（施行年月日） 

第１６条 本規約は平成２９年１０月１日から施行する 

 

 

 

 

平成２９年１０月０１日 制定 

平成２９年１１月２６日 一訂（平成２９年通常社員総会） 

 


